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第２章 市民と地域の防災力向上

第１節 対策の全体像

１ 本章における対策の基本的な考え方

・過去の震災では、地震発生直後の住民同士による助け合いによって多くの命が救われて

おり、発災時における自助・共助の重要性が明らかになっている。また、熊本地震では、

女性の視点等を意識した避難所運営などの重要性が再認識された。

・本章では、自助・共助の担い手となる市民、地域、事業所、ボランティアの他、消防団

による取組を定めている。

・これらの主体は、「自らの生命は自らが守る」、「自分たちのまちは自分たちで守る」こと

を防災の基本理念として、災害に対する不断の備えを進めるとともに、各主体間の相互

連携、相互支援を強め、自助、共助による市民及び地域の防災力の向上を推進していく。

２ 現在の到達状況

・自治会の防災活動・防災訓練に対する支援(都の活動補助、消火器具の配置、備蓄物資・

食料の提供、講演会・会議の開催等)

・自主防災組織の制度創設(「自主防災組織設置要綱」の施行、活動助成制度の創設)

※ 令和４年４月現在の自主防災組織登録状況 ： 19 団体、2,720 世帯

・自主防災組織との連携体制の構築

３ 課題

・自主防災組織体制の構築、自主防災組織登録団体の促進

・自治会役員等の高齢化

・市と自主防災組織との連携体制の構築

・消防団活動体制の充実

・市と学校・事業所等との連携体制の構築

・避難所運営協議会を主体とした避難所運営と更なる市民の参画

・地区防災計画の策定

・防災対策への女性の視点や意見の反映

４ 対策の方向性

・自主防災組織、町会・自治会等の活性化

・食料等の備蓄、住まいの安全対策、防災訓練への参加など、市民の自助を促進

・自主防災組織の設置・育成(モデル地区の指定・育成・普及、様々な活動支援策の導入等)

・消防団員の募集活動や訓練等の充実による能力向上、資機材の整備を推進

・消防団員経験者等の活用を検討

・事業所防災計画の作成や地域との災害時協定の締結を促進

・災害ボランティアコーディネーターの養成等により、ボランティア活動の支援体制づく

りを推進

・自主防災組織や関係機関と連携した避難所運営協議会を推進
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・避難所運営協議会又は自主防災組織ごとに、地区防災計画の策定を検討し推進

・自主防災組織ごとに避難行動要支援者名簿を提供する協定を締結し、予め名簿を提供

・避難行動要支援者の登録制度対象者の内、優先順位の高い方の個別支援計画作成を各事

業所に委託することにより、個別支援計画作成を推進

・防災対策に関する意思決定の場への女性の参画を推進

５ 到達目標

・清瀬市防災マップの活用を促すとともに、実践的な防災訓練や総合的な防災教育を推進

し、自助の備えを促進

・自主防災組織の設置・育成

・避難所毎の避難所運営協議会による自主的運営

・避難所運営協議会又は自主防災組織ごとに、地区防災計画を策定

６ 具体的な取組一覧

地震前の行動（予予防防対対策策）
地震直後の行動（応応急急対対策策）

発災後 72 時間以内

地震後の行動（復復旧旧対対策策）

発災後１週間目途

第２章 市民と地域の防災力向上

地域による共助の推進

消防団の活動体制の充実

事業所による自助・共助の強化

ボランティア等との連携・協働

市民・行政・事業所等の連携

自助による応急対策の実施

地域による応急対策の実施

消防団による応急対策の実施

事業所による応急対策の実施

ボランティア等との連携

自助による市民の防災力向上

・市民による自助の備え

・防災意識の啓発

・防災教育・防災訓練の充実

・外国人支援対策

・自主防災組織の設置

・自主防災組織の活動の活性化

・自主防災組織、消防団、事業

所等による初期の応急活動

の実施

・消防団の活動環境の整備
・出火防止、初期消火

・地域住民、消防署との連携に

よる活動

・防災計画の検討

・安全化、備蓄の推進

・BCP の策定、防災対策の強化

・来訪者や従業員の安全確保

・地域の応急対策への参加

・事業の継続

・市、市社会福祉協議会及び都

の連携体制の強化

・ボランティア活動の強化体制

・登録ボランティアとの連携及

び人材育成

・平時からの連携体制の充実化

・合同訓練の実施

・市民による応急対策

・外国人の情報収集に係る支援

・市災害ボランティアセンター

の設置・運営

・ボランティア派遣要請
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第２節 予防対策

１ 自助による市民の防災力向上

(1) 市民による自助の備え 《市民》

市民は、次に掲げる措置をはじめ、「自らの生命は自らが守る」ために必要な防災対

策を推進する。

機 関 名 対 策 内 容

市 民

○建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保

○自立発電機能付家庭用燃料電池等の導入による、在宅避難の推進及び災

害時在宅生活支援施設の充実

○日頃からの出火の防止

○消火器、住宅用火災警報器等の防災用品の準備

○家具類の転倒・落下・移動防止や窓ガラス等の落下防止

○感震ブレーカー等の設置による、震災後の通電火災の防止

○ブロック塀の点検補修など、家の外部の安全対策

○飲料水(１日一人３ℓ以上)、食料、生活用品の日常備蓄の実施(概ね７日

分、最低３日分)、医薬品、携帯ラジオなど非常持出用品や簡易トイレ

等の準備

○可能であれば、風呂水を溜めておき生活用水に活用

○災害が発生した場合の家族の役割分担、避難や連絡方法の確認

○買い物や片付けなど日頃の暮らしの中でできる災害への備え

○自転車を安全に利用するための、適切な点検整備

○在宅避難に向けた食品や生活用品を備える日常備蓄の実施

○保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対

策

○市、都、消防署などが行う防災訓練や防災事業への積極的な参加

○町会や自治会などが行う、地域の相互協力体制の構築への協力

○登録されている避難行動要支援者がいる家庭における、自主防災組織、

消防署、警察等への事前情報提供及び円滑かつ迅速な避難への備え

○災害発生時に備え、指定避難所、指定緊急避難場所及び避難経路等の確

認・点検

○過去の災害から得られた教訓の伝承等による防災への寄与

(2) 防災意識の啓発 《防災防犯課・東村山警察署・清瀬消防署・消防団・防災関係機関》

実際に被害と直面する市民一人ひとりが、防災についての正しい知識、危機意識を持

って、「自らが防災の担い手」であるとの自覚を高めることが求められる。家庭内での

備蓄や自ら建物の耐震化・不燃化、家具類の転倒・落下・移動防止、発災時の安否を確

認する方法の取り決め等の防災対策に取り組むよう、様々な機会を通じて啓発を行う。

市は、関係機関と一体となって、あらゆる機会、あらゆる広報媒体を活用して、防災

に関する知識の普及に努めるとともに、自主防災組織の組織化や防災訓練への積極的な

参加を呼びかけ、市民の防災行動力向上を図るための諸施策を推進していく。
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機 関 名 対 策 内 容

市

○防災パンフレットの配布

○インターネット、ＳＮＳ等の活用による防災情報等の発信

○講演会等による普及

東村山警察署

○広報内容

・地震に関する一般知識

・事前に市民等のとるべき措置等

・地域版パートナーシップへの参画要請

・地震発生時の対応措置

・地震発生時の警察署の諸活動

○広報手段及び方法

・自主防災組織、自治会、町内会等を通じての地域住民への働きかけ

・保育園、幼稚園、学校等に対する積極的な働きかけ

・事業所等に対する積極的な働きかけ

・防災展、防災訓練、各種会議、講習会等の機会や巡回連絡、防犯座談

会等の活動を通じての広報活動

・運転免許更新時における広報誌の配布

・防災相談コーナーの設置

・警視庁ホームページを通じた広報活動

○広報媒体

・パンフレット(日本語、英語)

・パネル(大震災被害状況等)

清 瀬 消 防 署

○「地震に対する 10 の備え」や「地震その時 10 のポイント」、「家具類の

転倒・落下・移動防止対策」、出火防止、初期消火、救出救助及び応急

救護の知識等に係る指導及びホームページ・ＳＮＳ・消防アプリ等によ

る広報の実施

○災害時支援ボランティア、防災女性の会、消防少年団、自主防災組織等

の団体と連携した効果的な啓発活動の展開、同団体の活動紹介及び加入

促進

○ラジオ、テレビ、新聞等に対する情報提供・取材協力

○要配慮者については、「地震から命を守る「７つの問いかけ」」を活用し

た意識啓発

○「はたらく消防の写生会」の開催及び表彰式を活用した防火防災思想の

啓発

○防火防災への参画意識を高めるため、防火防災標語の募集及び表彰式を

活用した防火防災思想の啓発

○「防火防災診断」(要配慮者宅を中心に各家庭を訪問し、防火防災上の

指導助言等を行うこと)の実施

○出火防止及び初期消火に関する備えの指導

○「地域の防火防災功労賞制度」を活用した市民の防災意識の普及啓発
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消 防 団

○「地震に対する 10 の備え」や「地震その時 10 のポイント」、「家具類の

転倒・落下・移動防止対策」、出火防止、初期消火、救出救助及び応急

救護の知識等に係る指導

○出火防止及び初期消火に関する備えの指導

(3) 防災教育・防災訓練の充実 《防災防犯課・男女共同参画センター・東村山警察署・

清瀬消防署・消防団・防災関係機関》

各機関は、幼児期からの継続した総合的な防災教育の推進により、生涯にわたる自

助・共助の精神を涵養する。特に、児童・生徒を対象とした防災訓練を実施し、学校教

育の場における防災教育の推進等、活性化に努める。

防災知識の普及等を推進する際には、性別による視点の違いに配慮し、女性の参画の

推進に努めるとともに、女性や青年を含めた防災リーダーを育てる防災教育を実施し活

性化に努める。

また、市民、自主防災組織等を対象とした防災訓練を充実させ、広報等により訓練参

加者の増加を図り活性化に努める。

機 関 名 対 策 内 容

市

○各関係防災機関と協力し、児童・生徒を対象とした、副読本の配布、防

災ポスターの募集、「はたらく消防の写生会」に協力するとともに、各

学校では毎年９月１日の「防災の日」を中心に、防災訓練を実施

○自主防災組織の育成指導

○避難行動要支援者、家族、地域住民等が合同で実施する避難訓練への支

援

○各避難所運営主体による避難所運営訓練や市総合防災訓練等への避難

行動要支援者と家族の参加に対する支援

○各家庭における地震時の身体防護・出火防止等の徹底を図るための防災

教育の推進

○実践的な防災訓練を通じた市民の防災行動力の向上の推進

○防災出前講座の実施

東村山警察署

○テロ対策のために全警察署(102 署)に展開している地域版パートナーシ

ップを震災対策に活用した研修会

○合同訓練の実施

○幼稚園、小・中・高校を対象とした防災教育の推進

清 瀬 消 防 署

○防災女性の会、消防少年団及び幼年消防クラブの育成指導の実施

○市民の防災意識の調査や出火防止対策、初期消火体制等の実態の把握、

効果的な訓練の推進

○自主防災組織等に対する地域特性に応じた実践的な訓練の推進

○出火防止等に関する教育・訓練の実施

○ＶＲ防災体験車、起震車、まちかど防災訓練車を活用した身体防護・出

火防止訓練の推進

○要配慮者の防災行動力を高めるための訓練の推進

○市民等に対し、ＡＥＤの使用方法を含めた救命講習の実施
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清 瀬 消 防 署

○都教育庁が指定する安全教育推進校における実践的な防災訓練、応急救

護訓練等の実施

○消防団と連携した防災教育・防災訓練の実施

○小学生には救命入門コース、中学生には普通救命講習、高校生には上級

救命講習の受講を推奨

消 防 団

○自主防災組織等と連携し、地域特性に応じた実践的な訓練の推進

○出火防止等に関する教育・訓練の実施

○市民等に対し、ＡＥＤの使用方法を含めた救命講習を実施するととも

に、誰もが安心して応急手当を実施できる環境を整備

○消防署隊と連携した防災教育・防災訓練の実施

○近隣市消防団等との連携訓練の実施

○幼稚園、小・中・高校を対象とした総合防災教育等の推進

(4) 外国人支援対策 《防災防犯課・未来創造課・社会福祉協議会》

各機関は、外国人住民等に対し、平常時から、防災知識の普及や地域行事を利用した

防災訓練の実施等を推進していく。

機 関 名 対 策 内 容

市

○都が作成する防災に関する動画を活用し、外国人が多く集まる場所等で

情報提供を行う。

○避難標識や指定避難所等施設内の掲示物等のやさしい日本語標記を推

進する。

○東京都防災(語学)ボランティア等を活用し、地域の防災訓練に参加する

外国人への支援を推進する。

○都と連携協力し、在住外国人向けメディア(エスニック・メディア)や外

国人支援団体に対し、連絡会等の場を活用し、平常時から情報提供を行

う。

２ 地域による共助の推進 《未来創造課・防災防犯課・市民・各事業所・清瀬消防署》

首都直下地震等の大規模災害の発生時において、被害を最小限にとどめるためには、地

域の事情に精通した自主防災組織や避難所運営協議会等の活動が重要となる。

市は今後、以下の取組を通じて、地域の自主防災組織等の活性化を図っていく。

市民及び各事業所は、避難所運営協議会又は自主防災組織ごとに、地区防災計画の策定

を推進していく。

機 関 名 対 策 内 容

市

○住民への積極的な支援・助言による、自主防災組織の組織化の推進

○要配慮者に対する協力体制づくりの推進

○自主防災組織の効果的な活動に資するため、活動に使用する機材や訓練

等の環境整備に対して支援を実施

○清瀬消防署と連携し、救出・救護訓練、初期消火訓練及び応急救護訓練

を行い、自主防災組織等による共助体制の強化を推進



第第２２部部 施施策策ごごととのの具具体体的的計計画画 第第２２章章 市市民民とと地地域域のの防防災災力力向向上上

震-51

市

○リーダー養成講習会の実施(特に女性リーダーの育成)、防災講習会の開

催等、各種防災訓練の技術指導等を通じて、自主防災組織の活性化を推

進

市民・事業所 ○避難所運営協議会又は自主防災組織ごとに、地区防災計画の策定を推進

清 瀬 消 防 署

○防災意識の啓発

○防災教育、防災訓練の充実

○災害時支援ボランティア、自主防災組織、住民、事業所等に対して、軽

可搬ポンプやスタンドパイプ等の各種資器材を活用した、実践的な初期

消火対策を指導し、初期消火体制の強化を推進

○初期消火マニュアルを活用し、自主防災組織等への指導を実施

○自主防災組織のリーダーに対する実践的な講習会等の開催

自主防災組織

○防災に関する知識の普及や出火防止の徹底

○初期消火、救出救助、応急救護、避難など各種訓練の実施

○消火、救助、炊出資器材等の整備・保守及び簡易トイレ等の備蓄

○地域内の危険箇所の点検・把握及び地域住民への周知

○地域内の避難行動要支援者の把握及び災害時の支援体制の整備

○行政や地域内の企業・事業所との連携・協力体制の整備

○避難所運営協議会との連携の推進

３ 消防団の活動体制の充実 《消防団・防災防犯課・清瀬消防署》

消防団は、常備消防をはじめとする行政機関と自主防災組織や住民との間をつなぐ存在

であり公助を担う消防機関であるとともに、地域における共助活動の中心的存在でもある。

各機関は、消防団員がより意欲的かつ効果的に活動できるよう、活動しやすい環境や資

機材の整備など、消防団の活動を支援し、その体制の強化を推進する。

機 関 名 対 策 内 容

市

○消防団の存在と活動を知ってもらう広報、消防団員の募集広報を積極的

に展開し、入団促進を図る。

○震災時の火災対応や救助活動を実施するため、消防団活動の拠点となる

分団器具置場の整備をはじめ、活動に必要な救助資器材等を整備する。

○各種資機材を活用して地域特性に応じた教育訓練を実施し、災害活動能

力及び安全管理能力の向上を図る。

○教育訓練の推進による消防団員の応急救護技能の向上を図る。

○新入団員への入団教育を充実し、災害活動技能の早期習得を図る。

○消防団員及び消防団員経験者等が有している重機操作、自動車等運転の

各種資格をリスト化し、震災等の大規模災害時に有効に活用できるよう

訓練を推進する。

○消防団の活動等に係る教材としてｅ-ラーニングを活用するなど、能力

開発の促進を図るとともに、団員の生活に配慮した訓練方法により、団

員の仕事や家庭との両立を図る。

○地域住民等に対する防火防災教育訓練を通じて消防団と地域住民等と

の連携を強化し、地域防災力の向上を図る。
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消 防 団

○消防団は、団本部と７個分団で構成し団員137名、装備は指令車１台、

ポンプ車７台、可搬ポンプ搬送車１台を保有(令和４年４月現在)

○消防団は、震災時には、常備消防力を補完し、消防活動に従事するとと

もに、応急救護等を行い、また、平常時には、市民に対して出火の防止、

初期消火、応急救護等の技術的な訓練、指導を行うなど、地域防災の中

核として重要な役割を担っている。

○災害時における消防団の消防活動を強化、充実の一環として各種資器材

を活用して管内特性に応じた訓練を実施し、災害活動能力及び安全管理

能力の向上に努める。

○地域住民等に対する防火防災教育訓練を通じて消防団と地域住民等と

の連携を強化し、地域防災力の向上に努める。

４ 事業所による自助・共助の強化 《防災防犯課・清瀬消防署・各事業所・市民》

各機関は、地域との協定締結の促進や合同訓練の実施、事業所防災計画(※)の作成促進

等により、事業者の防災力を向上させる。

機 関 名 対 策 内 容

事 業 所

○災害時の企業の果たす役割(生命の安全確保、二次災害の防止、帰宅困

難者対策、事業の継続、地域貢献・地域との共生)を果たすため、自ら

の組織力を活用して次のような対策を図っておくことが必要である。

また、災害時に企業の果たす役割(生命の安全確保、二次災害の防止、

事業の継続、地域貢献・地域との共生)を十分に認識し、自らの自然災

害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、リスクコントロールと

リスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に

努めるものとする。

・社屋内外の安全化、防災資器材や水、食料等の非常用品の備蓄(従業

員の３日分が目安)等、従業員や顧客の安全確保対策、安否確認体制

の整備

・事業継続計画(ＢＣＰ)を策定し、耐震化の推進、バックアップのシス

テムやオフィスの確保、災害に即応した要員の確保、迅速な安否確認

などの事前対策の推進

・組織力を活用した地域活動への参加、自主防災組織等との協力、帰宅

困難者対策の確立など地域社会の安全性向上対策

・清瀬商工会や東京経営者協会など、横断的組織を通じた震災時の地域

貢献の促進

・外出者と事業者がとるべき行動の指針となる「外出者の行動ルール」

の順守

・帰宅困難者対策に係る「大規模な集客施設や駅等における帰宅困難者

対策ガイドライン」を参考に、利用者の保護に係る計画を作成し、あ

らかじめ事業所防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）等の計画に反映（そ

の際、可能であれば、他の企業等との連携、行政機関との連携、地域

における帰宅困難者等対策の取組への参加等についても計画に明記）
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事 業 所
・要配慮者利用施設においては、介護保険法関係法令等に基づき自然災害

からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成

清 瀬 消 防 署

○事業所の自衛消防に関する活動能力の充実、強化を図るため、震災を想

定した自衛消防訓練による自衛消防隊員、その他の従業員等の消火、救

出、救護活動能力の向上

○事業所防災計画の作成促進を目的とした冊子を配布し、防火・防災管理

者等に対して事業所防災計画作成指導と、自主防災体制の充実強化

○危険物施設等の防災組織に対し、消防法等に基づき、自衛消防組織の結

成を指導

○防火・防災管理者、危険物取扱者等の各種消防技術者及び市民を対象と

した講習会等の実施

○東京都震災対策条例第11条の都市ガス、電気、通信その他の防災対策上

重要な施設に指定された事業所との連携訓練の実施

○市民や事業所を対象とした応急救護知識・技術の普及

○自衛消防活動中核要員を中心に、上級救命講習の受講促進と、事業所等

における応急手当の指導者の養成等

市
○事業所相互間の協力体制及び事業所と自主防災組織等との連携を強め

るなど、地域との協力体制づくり

※ 事業所防災計画

東京都震災対策条例に基づき、その事業活動に関して震災による被害を最小限にとどめるた

め、都及び市の地域防災計画を基準として、事業所単位で作成する防災計画。

５ ボランティア等との連携・協働体制の強化 《市社会福祉協議会・福祉総務課・防災防

犯課・未来創造課・清瀬消防署》

大規模災害において被災者に対する効果的な救援活動を実現するため、市社会福祉協議

会、都、ボランティア、ＮＰＯ等との連携を図る。

また、市社会福祉協議会・ボランティア・ＮＰＯ等と連携し、研修や訓練を通じて、平

常時の登録、研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を

行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情

報提供方策等について整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有体制

の整備・強化を推進する。

さらに地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広

報・周知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努める。

(1) 市、市社会福祉協議会及び都の連携体制 《市社会福祉協議会・福祉総務課・防災防

犯課》

市は市社会福祉協議会や都と連携して、被災地で活動する市民活動を支援していくた

めの効果的な仕組みを築くとともに、平常時からこれらを結ぶ、柔軟で緩やかなネット

ワークの拡大に努める。

機 関 名 対 策 内 容

市
○市社会福祉協議会が設置するボランティアセンターの設置支援を行い、

一般のボランティア、防災ボランティア、ＮＰＯなどへの対応を進める。
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市

○ボランティア活動に必要な資器材の調達方法など、活動しやすい環境づ

くり等の条件整備を検討

○都と平常時からボランティア等の情報交換を行う体制を整備し、災害時

には、コーディネーターの派遣等の支援を受ける体制を整備する。

市社会福祉協議会

○市民活動センターやボランティア団体と行政、あるいはボランティア団

体相互間での連携を図り、相互ネットワークを形成するほかボランティ

ア団体との災害時の応援協定を締結し体制の強化に努める。

○市社会福祉協議会が設置・運営する市災害ボランティアセンターが関係

機関を含む市のボランティア活動拠点として総合調整機能を果たすよ

うな体制づくりの推進

都
○発災時、東京ボランティア・市民活動センター内に設置する東京都災害

ボランティアセンターの代替設置場所を確保

(2) ボランティア活動の強化体制 《市社会福祉協議会・福祉総務課・防災防犯課・未来

創造課》

市内のボランティア活動を強化及び活性化するため市と市社会福祉協議会は支援を

行う。

機 関 名 対 策 内 容

市社会福祉協議会

○ボランティア団体相互の情報収集・伝達体制の構築

○ボランティア、災害ボランティアコーディネーター養成等の人材育成

○市民へのボランティア意識の普及啓発

○多様化するボランティアに対応できる業務マニュアルの作成の検討

○ボランティア組織機能に応じた防災訓練・研修、市災害ボランティアセ

ンター設置・運営訓練の実施

○各ボランティア連携のための協議会設置の検討

(3) 登録ボランティアとの連携及び人材育成 《市社会福祉協議会・福祉総務課・未来創

造課・道路交通課・清瀬消防署》

市は登録ボランティアとの連携体制を整備する。

機 関 名 対 策 内 容

市

○市は、東京都防災ボランティア(被災建築物応急危険度判定員、被災宅

地危険度判定士、語学ボランティア、建設防災ボランティア)の専門性

を生かし、協力を得るための体制を整備する。

○都、日赤東京都支部(赤十字ボランティア)、都社会福祉協議会、市社会

福祉協議会、その他ボランティア活動推進機関と相互に連携して、活動

リーダー、ボランティアコーディネーターの養成に努める。

○市及び民間で行う様々な研修の場や広報等を活用し、ボランティアを地

域で受入れる環境づくりを進めるため以下の取組について啓発を行う。

・土地勘のないボランティアに提供するための地域の情報の整理

・災害ボランティアの関係する防災訓練への参加

・災害時のボランティア活動に関する支援者の把握

・既往災害におけるボランティア活動の紹介
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清 瀬 消 防 署

（東京消防庁災害時支援ボランティア）

○東京消防庁災害時支援ボランティアの募集

○災害時、消防隊の活動支援を行うための定期的な講習、訓練(応急救護、

消火活動、救助活動等)による活動知識・技術の指導

※東京消防庁災害時支援ボランティアの概要

要 件 活動内容

○原則として、東京消防庁管

轄区域内に居住する者又は

東京消防庁管轄区域内に勤

務若しくは通学する者であ

り、かつ震災時等において

東京消防庁の支援を行う意

思がある15歳(中学生を除

く。)以上の者で次のいずれ

かの要件を満たす者

・応急救護に関する知識を

有する者

・過去に消防団員・消防少

年団員として１年以上の

経験を有する者

・元東京消防庁職員

・震災時等、復旧活動時の

支援に必要となる資格、

技術等を有する者

○災害時

・災害時には、東京消防庁管内の消防

署に参集し、チームを編成後、消防

職員の指導と助言により、消防署内

での後方支援活動や、応急救護活動

などを実施

○平常時

・消防署が市民に対して行う防火防災

訓練応急救護訓練、広報活動等の支

援を実施。

・チームリーダー以上を目指す人に対

しては、「リーダー講習」、「コーディ

ネーター講習」、「震災時消防活動支

援特別講習」を実施

※東京消防庁は、平成７年７月から消防活動を支援する専門ボランティア

として「災害時支援ボランティア」の募集、育成を開始した。平成 18

年１月には「東京消防庁災害時支援ボランティアに関する要綱」を制定

し、震災以外の大規模自然災害等も活動範囲となった。

東村山警察署
○東村山警察署は、交通の整理誘導、交通広報等の活動を行う交通規制支

援ボランティアとの連携強化に努める。

都

（東京都防災ボランティア）

○都は、平成７年５月「東京都防災ボランティアに関する要綱」を策定し、

事前に講習や訓練を実施する登録制度を採用した。この要綱に基づき、

平成７年度には「応急危険度判定員」、平成８年度から「語学ボランテ

ィア」、平成９年度から「東京都建設防災ボランティア」、平成11年度か

ら「被災宅地危険度判定士」の募集・育成を実施

日赤東京都支部

（赤十字ボランティア）

○日頃から市民を対象に防災思想の普及・啓発に努め、安全かつ効果的な

活動のための、体制づくりやボランティア養成計画等の整備を図る。
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６ 市民・行政・事業所等の連携 《未来創造課・防災防犯課・清瀬消防署・防災関係機関》

各主体は、従来の市民、行政、事業所、ボランティア等が個別に実施していた対策の垣

根を取り払い、平常時から相互に連携協力しあうネットワークを形成していく。

機 関 名 対 策 内 容

市

○地域、事業所、ボランティア間相互の連携体制の推進

○町会・自治会等の体制強化等の地域コミュニティの活性化、地域の防災

まちづくりへの積極的な参加等を促すなど地域防災体制の強化促進

○合同防災訓練の実施

○行政機関、消防機関、自主防災組織、事業所等による協議会の設置

清 瀬 消 防 署

○応急手当普及促進のため、専門的な知識を有する消防団、災害時支援ボ

ランティア等と協働した救命講習会の実施推進

○行政機関・防災市民組織や事業所等による協議会の設置や合同防災訓練

の充実を図る。

防災関係機関

○地域、事業所、ボランティア相互の連携体制(協議会の設置や情報連絡

体制の確保等)の推進

○町会・自治会等の体制強化をはじめとした地域コミュニティの活性化対

策を図り、地域の防災まちづくりへの積極的な参加等を促すなど地域防

災体制の強化促進
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第３節 応急・復旧対策

１ 自助による応急対策の実施

(1) 市民自身による応急対策 《市民》

機 関 名 対 策 内 容

市 民

○発災時には、まず自身と家族の身を守り、次に出火を防止する。

○災害情報・避難情報の収集を行い、避難所においては自ら活動する。

○地震発生後数日間は、水道・下水道・ガス・電気・電話等ライフライン、

及び食料の供給が途絶える可能性が高いため、当面は、あらかじめ各家

庭で準備しておいた概ね７日分(最低３日分)の食料・水・生活必需品を

活用する。

○住家に被害がない場合は、自宅で様子を見ることを考慮する。

(2) 外国人の情報収集等に係る支援 《企画部班》

各機関は、在住外国人等に対し、必要とする情報の収集・提供を円滑に行う。

機 関 名 対 策 内 容

市

○在住外国人等への情報提供

○東京都外国人災害時情報センターとの情報交換

○市又は市災害ボランティアセンターは、外国人災害時情報センター(災

害発生時東京都災害対策本部に設置される機関)に防災(語学)ボランテ

ィアの派遣を要請する。

○清瀬国際交流会等との連携

２ 地域による応急対策の実施 《自主防災組織・事業所・消防団・関係団体等》

自主防災組織、消防団及び事業所等は、自らの身の安全を図るとともに、自助、共助の

精神に基づき、発災初期における初期消火、救出救助、応急救護活動等を実施する。

機 関 名 対 策 内 容

自主防災組織

○近隣での助け合い(出火防止、初期消火、救助等)

○安否や被害についての情報収集

○初期消火活動

・火災が発生した場合は、自主防災組織が協力して、消火器具、スタン

ドパイプ等を活用した初期消火を実施する。

・なお、地域で行う初期消火活動は、火災の拡大防止を主眼に行い、資

器材の能力や市街地の特性を勘案して行う。また、消防団員や消防隊

が到着後は、その指示に従う。

○救出・救護活動

・地域の資器材保管場所や消防署等にある簡易救助資器材を活用する。

・倒壊建物等の二次災害の防止を図り、負傷者の救出を実施し、負傷者

に対し、応急救護を実施するとともに、緊急医療救護所等への搬送を

実施する。
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自主防災組織

・避難行動要支援者については、登録名簿をもとに安否確認を行うとと

もに、消防団等と連携して、避難誘導や救出・救護を行う。

○負傷者の手当・搬送

○住民の避難誘導活動

○避難所運営

・避難所運営協議会を中心に「避難所運営の手引き」による避難所運営

を、避難所運営主体である市や地域住民、自主防災組織リーダーが連

携し、子どもや女性に対する暴力の防止・安全確保に留意し避難行動

要支援者等にも配慮した避難所運営を行う。

○自治体及び関係機関への情報伝達

○炊出等の給食・給水活動等(「自主防災組織の手引」)

消 防 団

○消防署隊と連携した消火活動

○地域住民との協働による救助活動、応急救護活動

○災害情報の収集・伝達活動

○住民指導、避難指示の伝達、避難者の安全確保等

事 業 所
○事業所相互間の協力体制及び自主防災組織等との連携による消火活動、

救護活動等の支援

３ 消防団による応急対策の実施 《消防団》

機 関 名 対 策 内 容

消 防 団

○発災と同時に付近の住民に対して出火防止と初期消火の呼びかけを行

う。

○災害の初期対応を行うとともに、消防活動上必要な情報や被災状況の情

報収集を行い、携帯無線機等を活用し、消防団本部等に伝達する。

○同時多発火災の拡大防止を図るため、消防署隊との綿密な連携を一層強

化し、各分団受持区域内の建物等の消火活動及び避難道路防護活動を消

防団単独に、又は消防署隊と連携して行う。

○清瀬消防署と綿密に連携した消火活動等を実施するとともに、活動障害

を排除する等の活動を行う。

○救助器具等を活用し、地域住民との協働による救出活動を行うととも

に、負傷者に対する応急措置を行い、安全な場所へ搬送を行う。

○避難指示等が出された場合は、これを地域住民に伝達すると同時に、関

係機関と連絡をとりながら、地域住民の避難誘導、避難者の安全確保及

び指定緊急避難場所の防護活動を行う。
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４ 事業所による応急対策の実施 《事業所》

機 関 名 対 策 内 容

事 業 所

○来訪者や従業員等の安全を確保し、初期救出、初期救護を行う。

○出火防止の実施、出火時は安全を確保した上で、初期消火を速やかに実

施する。

○正確な情報を収集し、来訪者や従業員等に提供する。

○施設の安全を確認した上で、従業員の一斉帰宅を抑制する。

○事業所での災害対策完了後、地域の消火活動、救出、救助活動を実施す

る。

○応急対策後は、事業の継続に努め、地域住民の生活安定化に寄与する。

○買い物客や行楽客など組織に属さない外出者に対して、共助の考え方の

もと、社会的責任として、可能な範囲で、一時的に待機できる場所、飲

料水、トイレ等の提供を行う。

５ ボランティア等との連携 《福祉・子ども部班・清瀬消防署》

(1) 各機関の役割

機 関 名 対 策 内 容

市

○市社会福祉協議会による清瀬市災害ボランティアセンターの設置を支

援

○ボランティア活動支援に当たっては、地域に精通した市災害ボランティ

アセンターが中心となり、必要な情報や資器材等を提供し、ボランティ

ア等を直接的に支援

○都へ清瀬市災害ボランティアセンターの運営支援を要請

市社会福祉協議会 ○清瀬市災害ボランティアセンターの設置・運営

市災害ボランティアセンター

○以下の業務を行う。

・受付・登録、配置、活動内容の調整

・活動の連絡、調整

・保険加入手続き

・宿泊先の紹介

・ボランティアニーズ等の情報を収集・提供

○都災害ボランティアセンターへ災害ボランティアコーディネーター派

遣を要請

東村山警察署 ○交通規制支援ボランティアへ活動要請

清 瀬 消 防 署
○東京消防庁災害時支援ボランティア受入本部の設置

○東京消防庁災害時支援ボランティアへの活動要請
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(2) 各ボランティア団体の活動内容

機 関 名 対 策 内 容

都

（東京都防災ボランティア）

○被災建築物応急危険度判定員

・市からの協力依頼を受け、余震等による建築物の倒壊などの二次災害

を防止するため、地震発生後できるだけ早く、かつ短時間で建築物の

被災状況を調査し、その建築物の当面の使用の可否を判定

○被災宅地危険度判定士

・都からの協力依頼を受け、地震等による宅地への被害の発生状況を把

握し、危険度判定を実施

○語学ボランティア

・外国人災害時情報センターからの要請を受け、都の災害情報の翻訳や

被災者臨時相談窓口における外国人からの問合せ対応、市が設置する

避難所等での通訳・翻訳を実施し、被災外国人等を支援

○建設防災ボランティア

・震度５強以下の地震発生時には都からの出動要請を受け、また、震度

６弱以上の地震発生時には自主的に、それぞれ出動し、都所管施設の

被災状況の点検業務支援及び都立公園等避難場所における都所管施

設の管理業務支援等を実施

清 瀬 消 防 署

（東京消防庁災害時支援ボランティア）

○東京消防庁管内に震度６弱以上の地震が発生した場合、清瀬消防署へ自

主的に参集し、原則として清瀬消防署管内で以下の後方支援活動、応急

救護活動などを行う。①応急救護活動、②消火活動の支援、③救助活動

の支援、④情報収集活動、⑤消防用設備等の応急措置支援、⑥参集受付、

チームの編成等の消防署内での活動、⑦その他必要な支援

都防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

(交通規制支援ボランティア)

○警察署長からの要請を受け、警察官に協力し、交通の整理誘導、交通広

報並びに交通規制用装備資器(機)材の搬送及び設置等を実施

日本赤十字社

東 京 都 支 部

（赤十字ボランティア）

○赤十字災害救護ボランティア

・赤十字災害救護セミナーを修了・登録したボランティア。医療救護班

の支援活動及び赤十字ボランティアによる救護活動のコーディネー

トなど、災害救護に必要な諸活動を実施

○地域赤十字奉仕団

・地域において組織された奉仕団。災害時には市と連携し、避難所等に

おいて被災者等への支援活動を実施

○特殊赤十字奉仕団

・学生及び特定の技能を有したもので構成された奉仕団。避難所等にお

ける被災者のケア等の活動を実施

○赤十字個人ボランティア

・日本赤十字社東京都支部及び病院・血液センター等で活動し、個人登

録されたボランティア
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(3) 業務手順（清瀬市災害ボランティアセンター設置運営に関するもの）

連携：被害の少なかった市区町村社会福祉

協議会職員、ブロック派遣全国社会福祉協
議会職員、市民活動団体など

東京都災害ボランティアセンター

東京都都災害対策本部

生活文化局

情報提供・連絡調整

一般

ボランティア※

情報収集

避難所清瀬市

支援

連携

派遣

派遣要請

支援
・災害ボランティアコーディネーターの派遣
・市災害ボランティアセンターの設置・運営支援

・資器材・ボランティア等の区市町村間の需給調整 等

参集

情報提供
連絡調整

市社会福祉協議会

(市災害ボランティアセンター)

東京ボランティア・
市民活動センター

※専門知識・技術や経験に関係なく労力等を提供する(避難所

運営支援やがれき撤去等)ボランティア
国、道府県
市区町村

情報提供
連絡調整

生活文化スポーツ局
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